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第１【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【所有者別状況】

2026年３月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － 1 － － － 1 －

所有株式数

（株）
－ － － 4 － － － 4 －

所有株式数の割

合（％）
－ － － 100.0 － － － 100.0 －

 

（２）【大株主の状況】

2026年３月31日現在
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

ＴＢＪＨ㈱ 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 4 100

計 － 4 100
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２【役員の状況】
2026年６月30日現在

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長執行役員ＣＥＯ
島田　太郎 1966年10月22日生

2015年９月 シーメンス㈱専務執行役員、デジタル

ファクトリー事業本部長、プロセス＆

ドライブ事業本部長

（注１） －2018年10月 ㈱東芝入社

2022年３月 当社代表執行役社長ＣＥＯ

2023年12月 当社代表取締役　社長執行役員ＣＥ

Ｏ、現在に至る。

取締役

取締役会議長
馬上　英実 1955年10月１日生

2002年11月 日本産業パートナーズ㈱　代表取締役

社長

（注１） －
2023年12月 ㈱東芝取締役・取締役会議長、現在に

至る。

2026年４月 日本産業パートナーズ㈱　代表取締役

会長　最高投資責任者、現在に至る。

取締役

副社長執行役員
池谷　光司 1957年９月27日生

2015年５月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行　専務執行役員

（注１） －

2016年６月 三菱自動車工業㈱　取締役副社長執行

役員ＣＦＯ

2021年４月 同社代表執行役副社長ＣＦＯ

2023年12月 ㈱東芝取締役　副社長執行役員、現在

に至る。

取締役 勝野　哲 1954年６月13日生

1977年４月 中部電力㈱　入社

（注１） －

2013年６月 同社代表取締役　副社長執行役員　経

営戦略本部長

2015年６月 同社代表取締役社長　社長執行役員

2020年４月 同社代表取締役会長、現在に至る。

2023年12月 ㈱東芝取締役、現在に至る。

取締役 井田　明一 1964年７月23日生

2022年６月 オリックス㈱　事業投資本部副本部

長、現在に至る。 （注１） －

2023年12月 ㈱東芝取締役、現在に至る。

取締役 小島　啓二 1956年10月９日生

1982年４月 ㈱日立製作所入社

（注１） －

2011年４月 同社研究開発本部日立研究所長

2012年４月 同社執行役常務

2016年４月 同社執行役専務

2018年４月 同社代表執行役　執行役副社長

2021年６月 同社取締役　代表執行役　執行役社長

兼ＣＯＯ

2022年４月 同社取締役　代表執行役　執行役社長

兼ＣＥＯ

2025年４月 同社取締役副会長

2025年６月 同社副会長

丸紅㈱取締役、現在に至る。

2025年７月 国立研究開発法人産業技術総合研究所

理事、現在に至る。

2025年８月 ㈱Shinka Tech Partners代表取締役、

現在に至る。

2026年１月 Robert Bosch GmbH International

Advisory Committeeメンバー、現在に

至る。

2026年４月 日本産業パートナーズ㈱取締役、現在

に至る。

2026年６月 ㈱みずほフィナンシャルグループ取締

役、現在に至る。

㈱東芝取締役、現在に至る。
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

監査等委員
稲垣　伸一 1960年１月４日生

2006年４月 日本産業パートナーズ㈱　マネジン

グ・ダイレクター

（注２） －

2019年５月 同社取締役、現在に至る。

2021年６月 同社副社長

2023年12月 ㈱東芝取締役

2026年４月 日本産業パートナーズ㈱　代表取締役

社長ＣＥＯ、現在に至る。

2026年６月 ㈱東芝取締役（監査等委員）、現在に

至る。

取締役

監査等委員
原島　克 1966年９月20日生

2009年４月 日本産業パートナーズ㈱　マネジン

グ・ダイレクター、現在に至る。

（注２） －

2019年５月 同社取締役、現在に至る。

2023年12月 ㈱東芝取締役

2026年４月 日本産業パートナーズ㈱　副社長、現

在に至る。

2026年６月 ㈱東芝取締役（監査等委員）、現在に

至る。

取締役

監査等委員

Joseph P.

Schmelzeis, Jr.

（ジョセフ・

シュメルザイス）

1962年11月２日生

1984年７月 ベイン・アンド・カンパニー入社

（注２） －

1988年７月 アメリカン・エキスプレス・インター

ナショナル　ヴァイスプレジデント

1998年４月 フォントワークス・インターナショナ

ル日本代表

1999年12月 クリムソン・ベンチャーズ暫定ＣＥＯ

2001年11月 ジェイピーエスインターナショナル㈱

代表取締役、現在に至る。

2011年６月 ㈱セガ取締役兼事業部長

2015年６月 セガサミーホールディングス㈱シニア

アドバイザー

2018年２月 駐日米国大使館首席補佐官

2021年３月 Ｃｅｄａｒｆｉｅｌｄ合同会社（現千

歳蒸留所合同会社）職務執行者、現在

に至る。

2022年６月 ㈱デンソー取締役、現在に至る。

2023年６月 東海旅客鉄道㈱取締役、現在に至る。

日立建機㈱取締役、現在に至る。

2026年６月 ㈱東芝取締役（監査等委員）、現在に

至る。

計 －

　（注１）　任期は、2026年６月30日から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までです。

　（注２）　任期は、2026年６月30日から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までです。

　（注３）　馬上英実、勝野哲、井田明一、小島啓二、原島克、Joseph P. Schmelzeis, Jr.は会社法第２条第15号に定

める社外取締役です。
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第２【会社法の規定に基づく計算書類等】

１【貸借対照表】

　会社法の規定に基づく貸借対照表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

２【損益計算書】

　会社法の規定に基づく損益計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

３【株主資本等変動計算書】

　会社法の規定に基づく株主資本等変動計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

４【個別注記表】

　会社法の規定に基づく個別注記表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

５【事業報告】

　会社法の規定に基づく事業報告の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

６【附属明細書】

　会社法の規定に基づく附属明細書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。
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